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 研究要旨 
本疾病群に対する移行期医療支援モデルを構築する。本疾病群の小児から成

人への移行期医療はまだ確立していない。まず、体制の構築と移行支援ツー

ル・プログラムを開発し（1年目）、実際の運用と調査・検証を行い（2、3
年目）、最終的にガイドブックを作成する（3年目） 

 
 
 
Ａ．研究目的 
本疾病群に対する移行期医療支援モデルを構築

する。本疾病群の小児から成人への移行期医療

はまだ確立していない。まず、体制の構築と移

行支援ツール・プログラムを開発し、実際の運

用と調査・検証を行い、最終的にガイドブック

を作成する。 
 
 
Ｂ．研究方法 
現在の各施設での移行期医療の概要を調査報告

する。 
 
(倫理面への配慮) 
該当なし 
 
Ｃ．研究結果   
当院（東京都立多摩総合医療センター）は、東

京都立小児総合医療センターとは組織としては

別病院ではあるものの、実際の建物内部はつな

がっており、院内の職員用施設は共有で、医局

は会議室などを共有し壁も存在しない作りとな

っている。そのため、特にマイナーと呼ばれる

ような対応する患者の年齢制限のない科におい

ては通常の診療を両病院で行っている医師が多

い。 
本研究に係わる耳鼻咽喉科と眼科は特に両病

院の医師の交流が盛んで、移行期医療の問題

が発生しにくい状態にあるといえる。電子カ

ルテは両病院間で参照可能であり、患者や家

族が同日に両病院の複数科を受診することに

も問題はない。 

Ｄ．考察 
医療連携が重要視されている状況で、慢性疾患

を長く定期的に診察することが難しく、地域へ

の逆紹介が推奨されているため、地域のクリニ

ックに紹介するとなると、耳鼻咽喉科と眼科を

それぞれ違うクリニックへ紹介せざるを得ず、

患者とその家族には負担になると思われる。 
 
Ｅ．結論 
移行期医療の類型ⅲ つまり、同一施設内で小

児対応から成人対応への移行（小児から成人へ

の対応の変更）に東京都立多摩総合医療センタ

ーと東京都立小児総合医療センターは該当す

る。 
 
Ｆ．研究発表 
1. 論文発表 
該当なし 
 
 
2. 学会発表（発表誌名巻号・頁・発行年等も記
入） 
該当なし 
 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含
む。 
1. 特許取得  
該当なし 
2. 実用新案登録 
該当なし 
3. その他 
該当なし 


